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第４　審査の結果

　審査に付された一般会計歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調
書及び財産に関する調書の計数は、いずれも関係法令に準拠して作成されており、それぞれ関係
諸帳簿及び証拠書類と照合した結果、誤りはなく、事務事業が適切に執行されているものと認めら
れた。また予算執行及び事務処理についても、例月出納検査を通じて検査・監査した結果、概ね良
好に処理されていた。

令和６年度朝霞和光資源循環組合一般会計歳入歳出決算審査意見書

第１　審査の対象

令和６年度朝霞和光資源循環組合一般会計歳入歳出決算

第２　審査の期間

令和７年６月３０日（月）

第３　審査の方法

　この決算審査に当たっては、管理者から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細
書、実質収支に関する調書、財産に関する調書並びに提出された資料に基づき、決算計数の正確
性を確認するとともに、予算が適正かつ効率的に執行されているか、事務事業が効果的、経済的に
執行されているかを主眼とし、関係職員の説明を聴取し、例月出納検査の結果を参考にしながら審
査を実施した。
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朝霞和光資源循環組合　一般会計決算の概要

１　決算の状況

　令和６年度の決算額は、予算現額 ４億７，１３０万４，４１８円に対して、歳入は４億７，１１０万３５３
円で、歳出は４億５，７９８万８，７６９円となり、歳入歳出差引額は１，３１１万１，５８４円、実質収支額
は１，３１１万１，５８４円となっている。
　歳入歳出決算状況は、次表のとおりである。

（単位：円、％）

区分 令和６年度 令和５年度 増減額 対前年比

予算現額 471,304,418 1,086,809,000 ▲ 615,504,582 43.4

45.8

歳出総額 Ｂ 457,988,769 999,907,246 ▲ 541,918,477 45.8

Ａ 471,100,353 1,028,935,809 ▲ 557,835,456歳入総額

積立金 Ｇ 151,263,000

0.0

歳入歳出差引額
Ｃ 13,111,584 29,028,563 ▲ 15,916,979 45.2

（Ａ－Ｂ）

翌年度に繰り越すべき
財源

Ｄ 0 5,041,418 ▲ 5,041,418

54.7

単年度収支 Ｆ ▲ 10,875,561 ▲ 28,877,691 18,002,130 37.7

実質収支 （Ｃ－Ｄ） Ｅ 13,111,584 23,987,145

3.4

257,934,602 ▲ 106,671,602

Ｈ 0 0 0

58.6

繰上償還金 0.0

※　単年度収支＝当該年度の実質収支　－　前年度の実質収支

▲ 10,875,561

実質単年度収支
139,015,439 189,016,911 ▲ 50,001,472 73.5

（F+G+H-I）

基金取り崩し額 Ｉ 1,372,000 40,040,000 ▲ 38,668,000
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※　構成比：収入済額合計に占める比率

※　収入済額は、構成市（朝霞市、和光市）からの負担金収入である。

※　収入済額は、行政財産使用料収入である。

※　収入済額は、財政調整基金運用利子である。

２　歳入

　（1）　歳入の概要

　決算額は４億７，１１０万３５３円で、予算現額４億７，１３０万４,４１８円に対して２０万４,０６５円
の減となり、収入率は１００．０％である。また、調定額４億７，１１０万３５３円に対する収入率は
１００．０％である。
　決算額の内訳は、次表のとおりである。

（単位：円、％）

款
令和6年度 令和5年度 対前年比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 対前年比

84.3

国庫支出金 3,960,000 0.8 6,160,000 0.6 ▲ 2,200,000 64.3

分担金及び負
担金

381,932,418 81.1 453,263,000 44.1 ▲ 71,330,582

使用料及び手
数料

3,000 0.0 3,000 0.0 0 100.0

財産収入 282,972 0.1 2,766 0.0 280,206 10,230.4

3.4

繰越金 23,987,145 5.1 52,864,836 5.1 ▲ 28,877,691 45.4

繰入金 1,372,000 0.3 40,040,000 3.9 ▲ 38,668,000

諸収入 1,862,818 0.4 2,207 0.0 1,860,611 84,405.0

組合債 57,700,000 12.2 476,600,000 46.3 ▲ 418,900,000 12.1

収入率

381,932,418 381,932,418 381,932,418 0 0 100.0

45.8

　（2）歳入の収入状況

　　　歳入の状況を款別にみると、次のとおりである。

　　第１款　分担金及び負担金

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

合　　計 471,100,353 100.0 1,028,935,809 100.0 ▲ 557,835,456

3,960,000 3,960,000 3,960,000 0 0 100.0

　　第２款　国庫支出金

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

3,000 3,000 3,000 0 0 100.0

　　第３款　使用料及び手数料

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

567,000 282,972 282,972 0 0 49.9

　　第４款　財産収入

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率
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※　構成比：支出済額合計に占める比率

1,372,000 1,372,000 1,372,000 0 0 100.0

　　第５款　繰入金

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

23,988,000 23,987,145 23,987,145 0 0 100.0

　　第６款　繰越金

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

1,782,000 1,862,818 1,862,818 0 0 104.5

※　収入済額は、前年度繰越金朝霞市分（11,313,000円）と和光市分（12,674,145円）である。

　　第７款　諸収入

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

57,700,000 57,700,000 57,700,000 0 0 100.0

　　第８款　組合債

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

※　収入済額は、ごみ広域処理施設用地取得事業債である。

３　歳出

　（1）　歳出の概要

　決算額は4億5,798万8,769円で、予算現額4億7,130万4,418円に対して1,331万5,649円の減
となり、執行率は97.2％である。
　決算額の内訳は、次表のとおりである。

（単位：円、％）

款
令和６年度 令和５年度 対前年比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 対前年比

総務費 88,491,463 19.3 85,718,845 8.6

議会費 3,055,980 0.7 2,895,406 0.3

2,772,618 103.2

105.5160,574

公債費 141,101,088 30.8 117,493,936 11.7

衛生費 74,077,238 16.2 535,864,457 53.6 ▲ 461,787,219 13.8

予備費 0 0.0 0 0.0

諸支出金 151,263,000 33.0 257,934,602 25.8

0

▲ 106,671,602 58.6

※　収入済額は、財政調整基金からの繰入金である。

※　収入済額は、歳計現金預金利子、歳計外現金預金利子である。

▲ 541,918,477 45.8合　計 457,988,769 100.0 999,907,246 100.0

23,607,152 120.1

-
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歳出の状況を款別にみると、次のとおりである。

※　支出済額で主なものは、一般職給、職員手当等、共済組合負担金、業務委託料（コン
　ピュータ関連機器保守委託料、人事給与システム保守委託料等）、事務機器等借上料（財
　務会計システム等）等である。
※　不用額の主なものは、職員手当等、共済費、需用費等である。

※　支出済額の主なものは、議員報酬、議員期末手当、業務委託料（会議録作成業務委託
　料）である。

　（2）　歳出の執行状況

　　第１款　議会費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

3,216,000 3,055,980 0 160,020 95.0

90,142,000 88,491,463 0 1,650,537 98.2

　　第２款　総務費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

※　支出済額で主なものは、業務委託料（ごみ広域処理施設整備基本計画策定等業務委託
　料、ごみ広域処理施設整備・運営事業に係る設計施工監理業務委託料等）、土地購入費、
　補償費である。
※　不用額の主なものは、業務委託料(ごみ広域処理施設建設用地雑草刈払等業務委託、
　ごみ広域処理施設整備・運営事業に係る設計施工監理業務委託料等）である。

　　第３款　衛生費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

75,464,418 74,077,238 0 1,387,180 98.2

※　支出済額は、財政調整基金積立金である。前年度歳計剰余金等、財政調整基金和光市
　財政平準化分、運用利子である。

※　支出済額は、元金償還金及び利子償還金である。

　　第４款　公債費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

142,934,000 141,101,088 0 1,832,912 98.7

151,548,000 151,263,000 0 285,000 99.8

　　第５款　諸支出金

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

　　第６款　予備費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

8,000,000 0 0 8,000,000 0.0

※　予備費の充用なし。
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（単位：人、円）

報酬 給料 職員手当等 計

議会費 議会費 10 2,196,000 0 513,000 2,709,000 0 2,709,000

総務費 27 927,000 36,308,000 31,978,000 69,213,000 13,789,000 83,002,000

総務管理費 27 699,000 36,308,000 31,978,000 68,985,000 13,789,000 82,774,000

監査委員費 2 228,000 0 0 228,000 0 228,000

衛生費 清掃費 2 45,000 0 0 45,000 0 45,000

39 3,168,000 36,308,000 32,491,000 71,967,000 13,789,000 85,756,000

（単位：人、円）

報酬 給料 職員手当等 計

議会費 議会費 11 2,142,350 0 458,040 2,600,390 0 2,600,390

総務費 15 825,000 36,284,742 31,618,068 68,727,810 13,346,222 82,074,032

総務管理費 13 597,000 36,284,742 31,618,068 68,499,810 13,346,222 81,846,032

監査委員費 2 228,000 0 0 228,000 0 228,000

衛生費 清掃費 2 45,000 0 0 45,000 0 45,000

28 3,012,350 36,284,742 32,076,108 71,373,200 13,346,222 84,719,422

※　人員は、支給実人数とする。

４　給与費の状況

区　　分

当初予算上の給与費

人員
給　　与　　費

共済費 合  計

合　　計

合　　計

区　　分

決算上の給与費

人員
給　　与　　費

共済費 合  計
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行政財産（土地）

行政財産（建物）

普通財産（土地）

普通財産（建物）

財政調整基金(朝霞市分）

財政調整基金(和光市分）

財政調整基金(合計）

軽自動車 1 0 1

電子計算機（パソコン以外） 3 0 3

パソコン 9 0 9

コピー機 1 0 1

　該当なし

５　財産の状況

　（1）　公有財産（土地・建物）

（単位：㎡）

区　分
前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末現
在高

13,977.00 2,294.00 16,271.00

0.00 0.00

　（2）　基金

0.00

0.00 27,508.67 27,508.67

0.00 0.00 0.00

（単位：円）

区　分
前年度末
現在高

令和6年度中の増減高 決算年度末
現在高積立額 取崩額

45,367,559 11,227,944 686,000 55,909,503

458,016,745 140,035,056 686,000 597,365,801

503,384,304 151,263,000 1,372,000 653,275,304

　（3）　物品（１件１０万円以上の備品）

区　分
前年度
末現在

高

決算年
度中増
減高

決算年
度末現
在高

備考

公用車１台

サーバ関連機器１台、ネットワーク機器１
台、財務システム用通信機器１台

デスクトップ８台、ノートパソコン１台

複合機１台

　（4）　債権
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No

1

2

3

4

5

6

7

8

9 R16.3.27 均等割R6
広域処理施設用地
取得事業債

あさか野農業
協同組合

57,700 0.9000%

６　地方債残高の状況

　（１）　地方債残高

（単位：円）

区分
令和５年度末

現在高

令和６年度中の増減 令和６年度末
現在本年度起債額 本年度元金償還額

計 1,124,430,000 57,700,000 136,750,000 1,045,380,000

衛生債 1,124,430,000 57,700,000 136,750,000 1,045,380,000

　（２）　地方債償還状況等一覧表

（単位：千円）

借入
年度

事業名 借入先 当初借入額 年利率
令和6年度
末現在高

償還終了
予定年月日

元利償還金
の負担割合

R13.9.25 均等割

R3
広域処理施設用地
取得事業債

武蔵野銀行 182,700 0.1600% 118,755 R13.9.25 均等割

R3
広域処理施設用地
取得事業債

武蔵野銀行 126,100 0.1400% 81,965

R13.9.25 均等割

R4
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 275,800 0.2460% 206,850 R14.9.27 均等割

R3
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 69,700 0.2590% 45,305

R15.3.25 均等割

R5
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 153,100 0.3240% 122,480 R15.3.25 均等割

R4
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 178,900 0.2870% 143,120

計 1,367,500 1,045,380

R15.9.26 均等割

R5
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 123,900 0.5750% 105,315 R15.9.26 均等割

R5
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 199,600 0.7500% 169,660

51,930
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　不用額（10万円以上の各節）

款 項（目） 節 不用額（円） 説明

職員手当等 359,932 人事異動のため。

共済費 442,778 人事異動のため。

報償費 132,000 法律相談がなかったため。

需用費 275,699
消耗品の購入及び燃料費の支出が少な
かったため。

役務費 126,310 通信運搬費が見込みより少なかったため。

清掃費
（施設建設費）

委託料 374,643
建設予定地内の雑草刈払等の管理委託費
について、当初の見込みより少ない経費で
管理できたため。

清掃費
（施設建設費）
（繰越明許）

委託料 583,000
設計施工監理業務の事業者選定におい
て、予算額と契約金額に差が生じたため。

清掃費
（施設解体費）
（繰越明許）

委託料 418,000
設計施工監理業務の事業者選定におい
て、予算額と契約金額に差が生じたため。

公債費
公債費
（利子）

償還金・利子及び割引
料

1,822,912
新規借入分の利率が想定を下回り、利子
の支払い額が少なかったため。

諸支出金
基金費
（財政調整
基金費）

積立金 285,000
財政調整基金運用利子が想定を下回った
ため。

７　不用額の状況

総務費
総務管理費
（一般管理
費）

衛生費
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（単位：円）

方法 選定数

自 R6.4.1

至 R7.3.31

自 R2.10.1

至 R7.9.30

自 R2.10.1

至 R7.9.30

自 R2.10.1

至 R7.9.30

自 R6.8.8

至 R6.11.30

自 R3.5.25

至 R7.3.31

自 R6.5.1

至 R6.5.31

自 R6.9.30

至 R6.10.29

自 R6.12.4

至 R6.12.25

自 R7.2.4

至 R12.3.29

自 R7.2.4

至 R12.3.29

債務負担行為
令和6年度
～令和11年度

2
公募型プロ
ポーザル

株式会社エ
イト日本技
術開発北関
東支店

704,000704,000

債務負担行為
令和6年度
～令和11年度

公募型プロ
ポーザル

株式会社エ
イト日本技
術開発北関
東支店

2,497,0002,497,000 2

８　委託業務調

区分 番号 業務名 契約期間
予算額

（本年度）
契約額
（税込）

長期契約に
おける本年
度分

支出済額 委託業者名

契約

備考

随意契約

1

財務会計システム
利用料（101,200円
／月）も含めた契
約額

2 単価契約

総
務
費

1
コンピュータ関連機器
等運用保守委託

792,000 6,415,200 792,000 792,000
日本情報シ
ステム株式
会社

随意契約

3

議
会
費

1 会議録作成業務委託 447,000 77円／頁 － 441,540
株式会社会
議録研究所

1

人事給与システム運用
保守委託

462,000 8,382,000 462,000 462,000
株式会社内
田洋行

随意契約

グループウェア利
用料及び仮想サー
バ利用料（40,920
円／月）も含めた
契約額

2 複合機保守委託 126,000

基本料金
1,650円／月
従量料金ﾓﾉｸ
ﾛ
0.8円／枚
従量料金ｶﾗｰ
8円／枚

－ 148,312
日本情報シ
ステム株式
会社

随意契約 1
一部単価契約
役務費より23,000
円流用

4
統一的な基準による財
務書類等作成支援業務

198,000 198,000 －

11,880,000 11,880,000

株式会社エ
イト日本技
術開発北関
東支店

公募型プロ
ポーザル

－ 109,395

3
債務負担行為
令和3年度
～令和6年度

198,000

地方創生コ
ンサルティ
ング株式会
社

随意契約 1

深井　宏之 随意契約 1 単価契約

深井　宏之 随意契約 1 単価契約

4
ごみ広域処理施設建設
用地雑草刈払等業務委
託（単価契約その３）

同上 123,981 － 123,981 深井　宏之 随意契約 1 単価契約

3
ごみ広域処理施設建設
用地雑草刈払等業務委
託（単価契約その２）

同上 123,981 － 123,981

衛
生
費

1
ごみ広域処理施設整備
基本計画策定等業務委
託

11,880,000 79,860,000

6

ごみ広域処理施設整
備・運営事業に係る設
計施工監理業務委託料
（解体工事分）

1,122,000 9,878,000

5

ごみ広域処理施設整
備・運営事業に係る設
計施工監理業務委託料
（施設整備分）

3,080,000 232,122,000

2
ごみ広域処理施設建設
用地雑草刈払等業務委
託（単価契約その１）

732,000 109,395
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第６　意見

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

　令和６年度の決算額は、歳入が４億７，１１０万３５３円、歳出が４億５，７９８万８，７６９円で、歳入歳
出差引は１，３１１万１，５８４円、実質収支額は１，３１１万１，５８４円となっている。
　主な歳出は、総務費の人件費及び事務運営、衛生費のごみ広域処理施設整備基本計画策定等
業務委託料、ごみ広域処理施設整備・運営事業に係る設計施工監理業務委託料、土地購入
費の支出であった。
  ごみ広域処理施設整備においては、令和６年４月に施設設計・建設・運営事業の再度入札公告
を行い、令和６年１０月に事業者を選定して決定した。その後、令和7年1月に開催された令和7年第
1回組合議会定例会での議決を経て、建設工事請負契約を締結し設計に着手したところである。ま
た、用地買収の状況では、すでに買収契約していた土地の引き渡しを受けるとともに、和光市が所
有する土地の移管を行い、すべての建設用地を確保した。
　主な財源を構成市の負担金としている組合は、これまで以上に効率的かつ効果的に事務事業を
進めていくため、次の点に留意して取り組まれるよう要望する。

2度の入札を経て落札者が決定した施設設計・建設・運営事業の契約について、その経過を踏ま
え、適正な執行となるよう、監督・検査を厳正に行うこと。

施設設計・建設・運営事業の契約締結と前後して、他団体で事業者の不適切行為が発覚したことを
踏まえ、事業者において再発防止策が着実に実施されるよう、推移を見守るとともに、組合において
も積極的に関与し、実効性のある対策となるよう努めること。

今後も構成市との連携をより密にし、一層の経済性・効率性・有効性・透明性に留意した適正な事
務運営に努めること。

配当された予算については計画的かつ効率的に執行するとともに、その目的が達成できるよう着実
な執行管理に努めること。

事務事業の執行については、国庫補助金等の確保を図るとともに、経費節減に取り組まれ、より一
層効率的・効果的な財政運営に努めること。

施設の建設工事については、構成市でも過去に類のない大規模な工事であり、専門性、特殊性が
高く長期にわたる工期への対応、土壌汚染等の処理も踏まえた工事履行が求められることから、綿
密で高い精度での工事監督業務、成果物に対する検査業務を行うこと。

今後の構成市における財政負担を明らかにするため、財政推計を策定すること。
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